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議案第１１号

平成２７年度

兵庫県多可郡多可町水道事業特別会計予算



平成２７年度多可郡多可町水道事業特別会計予算
（総　則）

第１条　平成２７年度兵庫県多可郡多可町水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　給水戸数　　　　　　　　　　　　　７，５００戸

(2)　年間総給水量　　　　　　　２，２００，０００㎥

(3)　一日平均給水量　　　　　　　　　　６，０００㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　収　　入　　　第　１　款　水道事業収益                       ６００，５２８千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　営　業　収　益            　　　 ３９９，３７３千円

　　　　　　　　　　　　第　２　項　営 業 外 収 益                   ２０１，１５４千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　特　別　利　益                   　   　　　 １千円

　　　　支　　出　　　第　１　款　水道事業費用                       ５３０，５０１千円

　　　　　　　　　　　　第　１　項　営　業　費　用                   ４５６，３８３千円

　　　　　　　　　　　　第　２　項　営 業 外 費 用                  　 ７３，９１７千円

　　　　　　　　　　　　第　３　項　特　別　損　失                　　   　　　　１千円

　　　　　　　　　　　　第　４　項　予　　備　　費                      　　 ２００千円



（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２８６，７９８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，０９

３千円及び過年度分損益勘定留保資金２７０，７０５千円で補填するものとする。）

　　　　　収　　入　　　第　１　款　資本的収入                 　 １１６，７００千円

　　　　　　　　　　　　　第　１　項　企　　業　　債            　  ８７，０００千円

　　　　　　　　　　　　　第　４　項　補　　助　　金                ２９，７００千円

　　　　　支　　出　　　第　１　款　資本的支出   　　　　　　　　 ４０３，４９８千円

　　　　　　　　　　　　　第　１　項　建 設 改 良 費              ２１６，０００千円

　　　　　　　　　　　　　第　２　項　固 定 資 産 購 入 費            １，２５９千円

　　　　　　　　　　　　　第　３　項　企 業 債 償 還 金           １８６，２３９千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　　　（　１　）　加美区南部配水管布設替工事

　　　　　　　　　　　限 度 額　８７，０００千円　　利　率　１．４％　　元 金 均 等 償 還

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　　　　　　　　（　１　）　職員給与費　　　　　　　　　　　２３，２２８千円

（他会計からの補助金）

第７条　減価償却費負担のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　（　１　）　一般会計補助金　　　　　　　　　５０，０００千円



（たな卸資産購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。

　　　　　平　成　２７　年 ３ 月 ３ 日　　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県多可郡多可町長　　　戸　田　善　規



平成２７年度水道事業特別会計予算実施計画

(単位：千円)
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収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

水道事業収益 1. 600,528

399,373 1. 営業収益

382,400 1. 給水収益

16,973 3. その他の営業収益

201,154 2. 営業外収益

1,188 1. 分担金

2,222 2. 受取利息及び配当金

51,126 3. 他会計補助金

146,617 4. 長期前受金戻入

1 5. 雑収益

1 3. 特別利益

1 1. 過年度損益修正益

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

水道事業費用 1. 530,501

456,383 1. 営業費用

88,442 1. 原水浄水配水及び給水費

42,307 3. 業務及び総係費

322,519 4. 減価償却費

3,113 5. 資産減耗費

2 6. その他の営業費用

73,917 2. 営業外費用

51,310 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

22,606 2. 消費税

1 3. 雑支出

1 3. 特別損失

1 1. 過年度損益修正損

200 4. 予備費

200 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額



(単位：千円)
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

資本的収入 1. 116,700

87,000 1. 企業債

87,000 1. 企業債

29,700 4. 補助金

29,700 1. 国庫補助金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 403,498

216,000 1. 建設改良費

216,000 1. 工事費

1,259 2. 固定資産購入費

1,259 1. 固定資産購入費

186,239 3. 企業債償還金

186,239 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額



平成２７年度兵庫県多可郡多可町水道事業

特別会計予算実施計画事項別説明書
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平成２７年度水道事業特別会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 620,795600,528 △20,267水道事業収
益

 1.営業収益 412,767399,373 △13,394

 1.給水収益 391,700382,400 △9,300 382,400給水収益 382,400水道料金 1.

 3.その他の営
業収益

21,06716,973 △4,094 1材料売却
収益

1単位 1.

53手数料 33給水装置工事設計審査及竣工検査手数料 2.

20閉栓手数料

16,918負担金 16,918一般会計負担金 3.

1雑収益 1単位 4.

 2.営業外収益 208,027201,154 △6,873

 1.分担金 1,1881,188 0 1,188分担金 1,188水道新規加入分担金 1.

 2.受取利息及
び配当金

2,2682,222 △46 2,222預金利息 2,222預金利子等 1.

 3.他会計補助
金

51,21851,126 △92 51,126一般会計
補助金

51,126一般会計補助金 1.

 4.長期前受金
戻入

153,013146,617 △6,396 146,617長期前受
金戻入

146,617長期前受金戻入額 1.

 5.雑収益 11 0 1その他雑
収益

1単位 1.

 6.消費税還付
金

3390 △339 0消費税還
付金

消費税及び地方消費税還付金 1.

 3.特別利益 11 0

 1.過年度損益
修正益

11 0 1過年度損
益修正益

1単位 1.



支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節
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(単位：千円)

 1. 540,819530,501 △10,318水道事業費
用

 1.営業費用 476,172456,383 △19,789

 1.原水浄水配
水及び給水
費

80,52188,442 7,921 4,854備消品費 4,854備消品費 4.

571燃料費 571燃料費 5.

158光熱水費 158配水施設等電気料金 6.

11,351委託料 3,300水質検査委託料 7.

960電気設備保安管理委託料

4,500漏水調査委託料

2,502メーター検満取替業務委託料

89浄化槽維持管理委託料

14,100修繕費 9,500給配水管漏水事故修繕費 9.

4,000機械設備修繕費

600消火栓等修繕費

3,000路面復旧
費

3,000漏水事故跡路面復旧工事費10.

48,191動力費 48,191送水ポンプ等電力料金11.

3,140薬品費 3,140滅菌薬品費等12.

2,975材料費 2,975修繕用等諸材料費13.

1修繕引当
金繰入額

1修繕引当金繰入額16.

1特別修繕
引当金繰
入額

1特別修繕引当金繰入額17.

100雑費 100緊急対策費18.

 3.業務及び総
係費

46,32642,307 △4,019 11,839給料 11,839職員給与 1.

7,492手当等 996扶養手当 2.

39住居手当

174通勤手当

780時間外勤務手当

420管理職手当
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2,960期末手当

1,583勤勉手当

440児童手当

100管理職特別勤務手当

3,897法定福利
費

3,833市町村職員共済組合負担金 3.

40地方公務員災害補償基金負担金

24町村職員互助会補助金

48旅費 48旅費 4.

457備消品費 457備消品費 5.

12食糧費 12食糧費 6.

187燃料費 187燃料費 7.

462光熱水費 462庁舎電気料金 8.

463印刷製本
費

463印刷製本費 9.

1,861通信運搬
費

1,781電話料金等10.

80郵便料金

7,143委託料 5,004検針業務委託料11.

974施設清掃委託料

481施設保安管理委託料

13消防設備点検委託料

350水質検査委託料

300弁護士委託料

21ＣＡＤ保守委託料

1,627手数料 水道料金取扱手数料12.

1,567　窓口･口座振替手数料

21公用車車検代行手数料等

39支払督促手数料

3,208賃借料 1,203料金システムソフト使用料13.

157電子機器保守料等

124回線使用料

485システムリース料

30有料道路通行料等

20ケーブルテレビ視聴料

245公用車リース料

924施設監視システム使用料



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

- 8 -

(単位：千円)

20電柱添架料

227修繕費 157公用車修繕費14.

70庁舎諸修繕費

551保険料 533町有建物災害共済保険料15.

18公用車自賠責保険料

7公課費 7公用車自動車重量税16.

186負担金 90日本水道協会負担金17.

36日本水道協会兵庫県支部負担金

10兵庫県公共料金等暴力対策協議会負担金

50研修会負担金

1,660賞与引当
金繰入額

1,660賞与引当金繰入額18.

480貸倒引当
金繰入額

480貸倒引当金繰入額20.

500雑費 500業務諸雑費21.

 4.減価償却費 341,612322,519 △19,093 13,440建物減価
償却費

13,440建物減価償却費 1.

181,763構築物減
価償却費

181,763構築物減価償却費 2.

127,316機械及び
装置減価
償却費

127,316機械及び装置減価償却費 3.

 5.資産減耗費 7,7113,113 △4,598 3,063固定資産
除却費

3,063固定資産除却費 1.

50たな卸資
産減耗費

50貯蔵品たな卸費 2.

 6.その他の営
業費用

22 0 1材料売却
原価

1単位 1.

1雑支出 1単位 2.

 2.営業外費用 56,12173,917 17,796

 1.支払利息及
び企業債取
扱諸費

56,12051,310 △4,810 51,310企業債利
息

51,310水道企業債償還利息 1.
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 2.消費税 022,606 22,606 22,606消費税 22,606消費税 1.

 3.雑支出 11 0 1その他雑
支出

1単位 1.

 3.特別損失 8,3261 △8,325

 1.過年度損益
修正損

11 0 1過年度損
益修正損

1単位 1.

 3.その他特別
損失

8,3250 △8,325 0賞与引当
金繰入額

賞与引当金繰入額 1.

0貸倒引当
金繰入額

貸倒引当金繰入額 2.

 4.予備費 200200 0

 1.予備費 200200 0 200予備費 200水道事業予備費 1.



収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

- 10 -

(単位：千円)

 1. 130,250116,700 △13,550資本的収入

 1.企業債 86,30087,000 700

 1.企業債 86,30087,000 700 87,000上水道事
業債

87,000企業債 1.

 3.工事負担金 19,0000 △19,000

 1.工事負担金 19,0000 △19,000 0工事負担
金

工事負担金 1.

 4.補助金 24,95029,700 4,750

 1.国庫補助金 24,95029,700 4,750 29,700国庫補助
金

29,700国庫補助金 1.



- 11 -

支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 347,849403,498 55,649資本的支出

 1.建設改良費 172,500216,000 43,500

 1.工事費 172,500216,000 43,500 33,500委託料 2,000工事設計業務委託料(負担金工事) 1.

14,000配水管布設替工事設計業務委託料

6,500機器更新工事設計業務委託料

11,000水道事業変更認可申請書作成業務委託料

182,500工事請負
費

10,000配水管布設工事（負担金工事） 2.

154,000配水管布設替工事

5,500水管橋架替工事

13,000膜ろ過制御盤更新工事

 2.固定資産購
入費

01,259 1,259

 1.固定資産購
入費

01,259 1,259 1,259車両購入
費

1,259車両購入費 2.

 3.企業債償還
金

175,349186,239 10,890

 1.企業債償還
金

175,349186,239 10,890 186,239企業債償
還金

186,239水道企業債償還元金 1.



給　与　費　明　細　書
　一般職

(1)総括

給　与　費
給　料 職員手当等 計

人 （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 3 11,839 7,492 19,331 3,897

前年度 3 11,599 7,349 18,948 3,790

比  較 0 240 143 383 107

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当

職員手当 996 39 174 780
等の内訳 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 管理職員特別勤務手当

420 2,960 1,583 440 100

区　　分 １人当り給与費

本　年　度 6,443 （千円）

前　年　度 6,316 （千円）

区　　分 学　　　歴 行 政 職

高　校　卒 142,100円

大　学　卒 174,200円

短　大　卒 151,800円

高　校　卒 140,100円

大　学　卒 172,200円

備　考 短　大　卒 149,800円

区　　　分 行 政 職 技能労務職

平均給料月額 328,733円 -

平　均　年　齢 43.2歳 -

平均給料月額 384,776円 261,049円

平　均　年　齢 59.4歳 42.1歳 

区　　分
人 人

６級 ２級

５級 1 １級

４級

３級 2

２級

１級

計 3 計 0

６級 1 ２級 1

５級 １級

４級

３級

２級

１級

計 1 計 1

行 政 職

２７年１月１日現在

２６年１月１日現在

技能労務職

２６年１月１日現在

２６年１月１日現在

２７年１月１日現在

一般職員１
人当り給与
費の状況

初任給の状
況

２７年１月１日現在

職員数

級別職員数
の状況

平均給料月
額及び平均
年齢の状況

損
益
勘
定
支
弁
職

員

区　　分 合　計

23,228

22,738

490

（千円）

法定福利費

水道（附１）



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区分

給料 240（千円）1. 32 （千円)

595,300 円 前年度 給与改定率 ％

592,600 円 給与改定実施時期

＝ ％

2 181 （千円) 1,500 円 平均昇給率 ％

3 27 （千円) 職員の変動等による増減 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

本年度 3 人

前年度 3 人

　　増減 人

143（千円）1. 158 （千円) 制度改正に伴う増減

通勤手当 （千円）

勤勉手当 （千円）

2. △ 15 （千円) 職員の変動等による増減

扶養手当 （千円）

住居手当 （千円）

通勤手当 （千円）

時間外勤務手当 （千円）

管理職手当 （千円）

期末手当 （千円）

勤勉手当 （千円）

児童手当 （千円）

管理職員特別勤務手当 （千円）

増減額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　考

その他
の増減
分

595,300

＝

×

0

100

0.25

円

職員
手当
等

その他
の増減
分

％

0

49

制度改
正に伴
う増減
分 158

0

△ 78

0

0

△ 20

34

△ 100

100

昇給等
に伴う
増加分

0.25

給与改
定に伴
う増減
分

ー １） × 100

0.46

（
0.46

平成26年4月1日

水道（附２）



平成２６年度水道事業特別会計予定損益計算書
（平成26年 4月 1日から平成27年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 349,239,091

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 19,251,725 368,490,816

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 72,298,093

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 40,710,728

　（４）減価償却費 339,253,247

　（５）資産減耗費 4,060,656

　（６）その他の営業費用 0 456,322,724

　　営業利益 △87,831,908

３　　営業外収益

　（１）分担金 2,484,000

　（２）受取利息及び配当金 2,268,000

　（３）他会計補助金 51,218,000

　（４）長期前受金戻入額 146,885,181

　（５）雑収益 0 202,855,181

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 55,125,407

　（２）雑支出 0 55,125,407 147,729,774

　　経常利益 59,897,866

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 7,889,051 7,889,051 △7,889,051

　　当年度純利益 52,008,815

　　前年度繰越利益剰余金 6,903,979

　　当年度未処分利益剰余金 58,912,794



平成２６年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（平成27年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

（１）　有形固定資産

イ　土地 327,304,394

ロ　建物 656,865,411

　　減価償却累計額 356,731,586△300,133,825

ハ　構築物 7,960,500,998

　　減価償却累計額 4,318,536,030△3,641,964,968

ニ　機械及び装置 3,189,024,907

　　減価償却累計額 906,079,559△2,282,945,348

ホ　車両運搬具 0

　　減価償却累計額 0△0

ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

ト　リース資産 0

　　減価償却累計額 0△0

チ　建設仮勘定 91,777,320

有形固定資産合計 6,000,752,865

（２）　無形固定資産

イ　電話加入権 192,400

無形固定資産合計 192,400

（３）　投資

イ　有価証券 0

ロ　長期貸付金 0

投資合計 0

固定資産合計 6,000,945,265

２　流動資産

（１）現金預金 895,346,658

（２）未収金 40,710,450

　　　貸倒引当金 33,399,464△7,310,986

（３）貯蔵品 2,779,876

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資産合計 931,525,998

資産合計 6,932,471,263

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 2,208,668,855

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 2,208,668,855

（２）他会計借入金

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　特別修繕引当金 0

引当金合計 0

固定負債合計 2,208,668,855

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 186,238,021

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 186,238,021

（３）他会計借入金

イ　建設改良費の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 7,814,897

（６）未払費用 0

（７）前受金 226,436

（８）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　賞与引当金 1,600,000

ハ　修繕引当金 0

ホ　特別修繕引当金 0

引当金合計 1,600,000

（９）その他流動負債 3,612,399

（１０）下水道使用料預り金 485,177

流動負債合計 199,976,930



５　繰延収益

長期前受金 5,506,605,773

収益化累計額 △2,800,671,870

繰延収益合計 2,705,933,903

負債合計 5,114,579,688

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,503,969,288

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

ロ　寄附金 0

ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

資本剰余金合計 35,785,428

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 43,000,000

ロ　建設改良積立金 57,000,000

ハ　利益積立金 119,224,065

ニ　当年度未処分利益剰余金 58,912,794

利益剰余金合計 278,136,859

剰余金合計 313,922,287

資本合計 1,817,891,575

負債資本合計 6,932,471,263



平成２７年度水道事業特別会計予定損益計算書
（平成27年 4月 1日から平成28年 3月31日まで）

（単位：円）

１　　営業収益

　（１）給水収益 354,074,072

　（２）受託工事収益 0

　（３）その他の営業収益 16,973,000 371,047,072

２　　営業費用

　（１）原水浄水配水及び給水費 81,793,511

　（２）受託工事費 0

　（３）業務及び総係費 41,102,744

　（４）減価償却費 322,517,169

　（５）資産減耗費 3,112,278

　（６）その他の営業費用 1,000 448,526,702

　　営業利益 △77,479,630

３　　営業外収益

　（１）分担金 1,100,000

　（２）受取利息及び配当金 2,222,100

　（３）他会計補助金 51,126,000

　（４）長期前受金戻入額 146,618,404

　（５）雑収益 1,000 201,067,504

４　　営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 51,309,242

　（２）雑支出 1,000 51,310,242 149,757,262

　　経常利益 72,277,632

５　　特別利益

　（１）過年度損益修正益 0 0

６　　特別損失

　（１）過年度損益修正損 0 0 0

　　当年度純利益 72,277,632

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　当年度未処分利益剰余金 72,277,632



平成２７年度水道事業特別会計予定貸借対照表
（平成28年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部　》

１　固定資産

（１）　有形固定資産

イ　土地 327,304,394

ロ　建物 656,865,411

　　減価償却累計額 343,292,162△313,573,249

ハ　構築物 8,049,216,040

　　減価償却累計額 4,225,488,701△3,823,727,339

ニ　機械及び装置 3,189,024,907

　　減価償却累計額 778,764,185△2,410,260,722

ホ　車両運搬具 0

　　減価償却累計額 0△0

ヘ　工具器具及び備品 6,479,533

　　減価償却累計額 323,976△6,155,557

ト　リース資産 0

　　減価償却累計額 0△0

チ　建設仮勘定 217,258,095

有形固定資産合計 5,892,431,513

（２）　無形固定資産

イ　電話加入権 192,400

無形固定資産合計 192,400

（３）　投資

イ　有価証券 0

ロ　長期貸付金 0

投資合計 0

固定資産合計 5,892,623,913

２　流動資産

（１）現金預金 854,304,828

（２）未収金 52,076,884

　　　貸倒引当金 44,286,092△7,790,792

（３）貯蔵品 2,729,876

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資産合計 901,320,796

資産合計 6,793,944,709

《　負　債　の　部　》

３　固定負債



（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 2,103,739,724

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 2,103,739,724

（２）他会計借入金

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　特別修繕引当金 0

引当金合計 0

固定負債合計 2,103,739,724

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 191,929,131

ロ　その他の企業債 0

企業債合計 191,929,131

（３）他会計借入金

イ　建設改良費の財源に

　　充てるための長期借入金 0

ロ　その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 8,162,235

（６）未払費用 0

（７）前受金 186,436

（８）引当金

イ　退職給付引当金 0

ロ　賞与引当金 1,660,000

ハ　修繕引当金 0

ホ　特別修繕引当金 0

引当金合計 1,660,000

（９）その他流動負債 5,650,000

（１０）下水道使用料預り金 505,177

流動負債合計 208,092,979



５　繰延収益

長期前受金 5,536,305,773

収益化累計額 △2,947,290,274

繰延収益合計 2,589,015,499

負債合計 4,900,848,202

《　資　本　の　部　》

６　資本金 1,503,969,288

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

ロ　寄附金 0

ハ　その他の資本剰余金 35,785,428

資本剰余金合計 35,785,428

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 43,000,000

ロ　建設改良積立金 57,000,000

ハ　利益積立金 181,064,159

ニ　当年度未処分利益剰余金 72,277,632

利益剰余金合計 353,341,791

剰余金合計 389,127,219

資本合計 1,893,096,507

負債資本合計 6,793,944,709



（単位：円）

当年度純利益 72,277,632

減価償却費 322,517,169

資産減耗費 3,112,278

減損損失 0

貸倒引当金の増減額 479,806

賞与引当金の増減額 60,000

修繕引当金の増減額 0

特別修繕引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 146,618,404

受取利息及び配当 △ 2,222,100

支払利息及び企業債取扱諸費 51,309,242

未収金の増減額 △ 11,366,434

未払金の増減額 5,312,239

預り金の増減額 20,000

前受金の増減額 △ 40,000

小計 294,841,428

利息及び配当金の受取額 2,222,100

利息の支払額 △ 51,309,242

業務活動によるキャッシュ・フロー 245,754,286

有形固定資産の取得による支出 △ 217,258,095

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 29,700,000

負担金等による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 187,558,095

企業債による収入 87,000,000

企業債の返済による支出 △ 186,238,021

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 99,238,021

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） △ 41,041,830

資金期首残高 895,346,658

資金期末残高 854,304,828

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

予定キャッシュ・フロー計算書



注 記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
 １ 資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品   総平均法による原価法によっている。 
 ２ 固定資産の減価償却の方法 
  (1) 有形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      建物        定額法による。 
      構築物       定額法による。 
      機械及び装置    定額法による。 
      工具器具及び備品  定額法による。 
    ・主な耐用年数 
      建物        40～50年 
      構築物       30～60年 
      機械及び装置    10～20年 
      工具器具及び備品  3年～10年 
  (2) 無形固定資産 
    ・減価償却の方法 
      定額法による。 
 ３ 引当金の計上方法 
  (1) 賞与引当金 
    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。 
  (2) 修繕引当金 
    当会計期間中に発生した事故等により修繕が必要な際、修繕が次期に及ぶときに

それに係る額を計上している。 
  (3) 特別修繕引当金 
    設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修

繕の日から当年度末までの期間で均分した額を計上している。 
  (4) 貸倒引当金 
    債権の不納欠損による損失に備えるため、債権発生時点からの経過年数から回収

不能見込額を計上している。 
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